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1. はじめに 
日本の製造業における強みは、ものづくりの根幹である

技術と技能と言われる[1]。しかし近年は生産労働人口の減

少、豊富なノウハウを有する熟練技術者の引退、生産拠点

の海外移転に伴う人材空洞化等により、次代を担う技術者

の不足が懸念されている。この状況に対し本研究では、IT
を適用して技術の若手への伝承容易化や全自動化をすすめ、

熟練技術者の不足という問題を解決することを目的として

いる。 
本論では、熟練技術を運動的な技術と知識管理的な技術

に分類し、運動的な技術に関しては既に解決方式が存在す

ることを示した上で、知識管理的な技術に関する熟練技術

者の不足という問題を解決する手段を示す。 
 

2. 技術の分類と既存伝承容易化・全自動化方式 
熟練技術には大きく分類して運動的な技術と知識管理的

な技術に分けることができる（表 1）。 

2.1 運動的な技術の既存伝承容易化・全自動化方式 

運動的な技術は、旋盤加工の技術等、主に機械を身体的

に操作する技術を指している。特徴としては短時間でフィ

ードバックが得られることがあり、よってフィードバック

を繰り返し受けつつ修正するという技術が求められる。運

動的な技術を身に着けた熟練技術者は、一般に熟練工、匠

といった言葉で表現される。 
運動的な技術は、一般のボール競技、自転車の乗り方な

どを想起すれば予想しやすいように、言葉で表現しにくく、

技術の伝承が難しいという特徴がある。よって言語表現に

よる技術伝承ではなく、ＯＪＴに代表されるような実地で

の試行＆修正が主たる技術伝承方法となっている。 
この運動的な技術の伝承容易化・全自動化を目ざした先

行研究として、デジタルマイスタープロジェクト[2]が挙げ

られる。このプロジェクトでは、3D プリンタとデジタル

の組み合わせによる単純作業の支援、人の代替のほか、熟

練作業の「標準化、デジタル化、マニュアル化」による伝

承の支援に取り組んだ。すなわち文書化や映像化により、

熟練技術をデジタル化しようとしたものと言える。 
このように、熟練技術のうち運動的な技術に関しては、

従来より伝承容易化・全自動化に向けた検討がなされてき

ている。 

2.2 知識管理的技術の既存伝承容易化・全自動化方式 

熟練技術のうち、知識管理的な技術に関しては、基本的

に文書化による伝承容易化・全自動化が主体であり、それ

以上の検討はあまりなされていない。 
その一つの理由として、基本的には全て文書化できると

考えられているためと，我々は考えている。実際、知識管

理的な技術が解決する対象を、決定変数、制約条件、目的

関数からなる数理モデルで定式化し、数理最適化問題とし

て解決している例は多数ある。 
しかし、将棋で次の一手をどう指せば良いかなど、知識

管理的な技術でも記載が難しく、伝承・全自動化が難しい

分野は存在する。このような分野ではなお、知識管理的な

技術でも熟練技術の伝承・全自動化が課題となっている。 
このような分野における全自動化では，近年ディープラ

ーニング関連技術が大きな成果を挙げているが，知識管理

的技術の伝承という観点からは，理由提示が課題となって

いるディープラーニング関連の技術は採用が難しい。 
本論では、このような知識管理的な技術における熟練知

識の全自動化方式について提案する。 
 

3. 明示制約と暗黙傾向に沿った計画自動立案方式 

3.1 課題 

知識管理的な技術の全自動化の例として、本論では工場

等での生産計画を考える。工場では日々の注文や出荷計画、

目標在庫量、材料入庫計画等を元に、熟練技術者が生産計

画を手で立てていると仮定する。 
さて、入力が上記のような明示的な条件、計画だけとす

れば問題はそれほど複雑ではなく、問題を制約条件、目的

関数、決定変数に分けて定式化し、数理最適化ソルバー等

で求解すればよい。もちろん簡単に求解できない場合も多

いと考えられるが、数理最適化問題として生産計画を扱っ

た既存文献も多く、参考にしつつ最適解を求めていくこと

は可能と考えられる。 
ところが現実には、明示的な条件、計画以外にも熟練技

術者が考慮していることがあり、よって算出された最適解

が当てはまらないといった場合がある。それは、以下の理

由によるものと考えている。 
 
1. 全制約条件の網羅不可能 

熟練技術者が適用する制約条件には、ある特定の

場合にのみ適用される条件（ノウハウ）が多くあ

 

表 1 技術の分類 
分類 運動的 知識管理的 
特徴 短時間での 

フィードバック 
長時間後の 

フィードバック 
例 旋盤加工 生産計画立案 

継承方式 ＯＪＴ、 
写真・ビデオ 

ＯＪＴ，文書 
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り、それを全て定式化・数理最適化ソルバーに入

力するには手間がかかる。また当該条件にならな

いと熟練技術者が思い出さない条件も多く、全て

聞き尽くすことは、難しい 
2. 制約条件の境界値調査困難 

熟練技術者から聞き取った制約条件は、境界値に

ついて曖昧なものも多く、実際の条件とは異なる

境界値になっている場合がある。その主な理由

は、機器や条件の変化に対応できず古い情報が残

っていたり、実際に制約が掛かりそうな状況にな

らないと熟練技術者が思い出さない、といったこ

とかと考えている。 
我々は、上記課題を解決する新しい方式を提案する。 
 

3.2 提案方式 

提案方式の概要図を図 1 に示す。本方式では、ヒアリン

グをもとに制約条件、決定変数からなる定式化を行い、数

理最適化ソルバーの入力とする。同時に、過去熟練技術者

が立案した計画履歴をパターン抽出器に入力して、機械学

習によりパターン抽出を行う。ここで、パターンとは制約

条件の境界値や、決定変数が従う分布である。そしてこれ

らをさらに数理最適化ソルバーに制約条件として入力する

ことにより、より適した計画を自動立案する。 
例えば、ヒアリングではある決定変数につき、X 以上と

いった制約が得られたとすれば、通常は当該決定変数につ

いて X 以上という制約を付与する。しかしながらヒアリン

グにおける認識違い等により、実際には X 以上という制約

ではなく、別の Y 以上といった制約が掛けられている場合

が往々にしてあり、本方式ではその場合に自動対応するこ

とを可能としている。 
 

3.3 方式の試験評価 

本方式の実現可能性を確かめるために、市販の数理最適

化ソルバーと、パターン抽出器を模擬した表計算ソフトウ

ェアを用いて、仮想的に方式をシミュレートし、試験的な

評価を実施した。 
評価に用いたデータはシミュレーションによって作成し

た模擬データである。明示的な𝜇𝜇 − 2𝜎𝜎 ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝜇𝜇 + 2𝜎𝜎という

制約条件に対し、乱数𝑟𝑟𝜇𝜇, 𝑟𝑟𝜎𝜎を用いて自然分布𝑁𝑁�𝜇𝜇 + 𝑟𝑟𝜇𝜇,𝜎𝜎 +

𝑟𝑟𝜎𝜎�に従うデータを作成し、𝜇𝜇 + 𝑟𝑟𝜇𝜇 − 2(𝜎𝜎 + 𝑟𝑟𝜎𝜎) ≤ 𝑥𝑥 ≤ 𝜇𝜇 +
𝑟𝑟𝜇𝜇 + 2(𝜎𝜎 + 𝑟𝑟𝜎𝜎)という暗黙の制約条件の抽出可能性を検証し

た。実験は(𝜇𝜇,𝜎𝜎) = (0,1)とし、乱数が分布の平均のみに入

る場合、分散のみに入る場合、両方に入る場合の３つの場

合について、データ数を変えて検証した。 

3.4 試験評価結果 

検証した結果を図 2 に示す。実適用において期待できる

データ数 1000個程度において，３つの場合どれにおいても

真の値からのずれが 20%程度と小さくなっている。すなわ

ち、実適用においてデータ数が 1000個程度以上得られる場

合、20%程度の誤差を許容して本方式による適用が可能と

考えられる。また、逆に誤差の許容度は一般に場合によっ

て異なるが、望まれる許容誤差を達成するためには、上記

のような実験によって必要なデータ個数を算出することが

可能と考えられる。 
 

4. おわりに 
本論では、知識管理的な技術の自動化に関し、自動化手

法を提案し、その実現可能性を試験評価により確かめた。

その結果、収集可能なデータ数が 1000個程度あれば適用可

能と期待でき、本方式の実適用可能性は高いと考えている。

今後，本方式の実適用を通じて方式の適用好適分野や適用

限界を確かめていく。 
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図 2 評価結果 
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